
1
政策・施策への有
効性

本市が掲げる政策・施策の目的や目標を達成するために必要かつ適切な事業となるよう、事業評
価を踏まえ、事業間で優先順位をつけながら、その内容や実施方法を見直すこと。

事業見直しの視点

　多様化する市民ニーズや社会経済情勢の変化などに対応するため、限られた経営資源のなかで必要
な施策を推進していくためには、各分野の行政課題や実施事業の状況を最も把握し、理解している区
局統括本部自らが、施策推進という観点から、事業の実施状況などを踏まえた事業評価を行い、その
結果を踏まえた「事業見直し」を予算編成につなげていく、現場を中心とした効果的なＰＤＣＡサイ
クルを運用することが必要不可欠です。
　「事業見直しの視点」は、区局統括本部が全事業を対象に徹底した見直しに取り組むにあたり、検
討すべき視点として示すものです。
　なお、令和４年度予算編成に向けた見直しにあたっては、令和２年度及び３年度に新型コロナウイ
ルス感染症対応として緊急的・一時的に中止・縮小等とした事務事業について、大きな影響や課題が
生じていない場合は、この際廃止することも含め、十分に検討してください。

【事業見直しの視点】

◆　事業の見直し

2
社会経済情勢の変
化、目的の達成

社会経済情勢の変化等によりニーズが失われたもの、事業目的が既に達成されたもの、新しい施
策に基づき別の（代替）事業ができているもの、執行実績・利用実績が低調に推移するものは、
事業廃止を前提に見直すこと。

3 事業の集約化 「事業目的や対象者等が類似するもの」、「国・県と類似するもの」は、整理統合を行うこと。

4

手法の変更・見直
し、
主体・執行体制の
見直し

各事業の手法は、従来の形式にとらわれることなく、コスト削減や質の向上の面から最適な手法
を選択すること。また、新たな手法への転換を検討し、公益上必要性が高いとはいえない事業
は、主体や執行体制を見直すこと。

5
仕様（サービス水準
等）の見直し

過去の実績や費用対効果を踏まえ、特に単価や数量を見直すなど、必要最低限の仕様とするこ
と。

6
既存ストックの有効
活用

広報印刷物や啓発物品など、年度や所属を越えて利用できるものについては、可能な限り在庫を
活用すること。また、新たな施設を設ける際は必要性を十分に検討したうえで、原則として既存
施設を有効活用すること。

7
執行残（決算）額と
の比較

執行率の低い（執行残額が出ている）事業、費用対効果の低い事業は、前年度決算を踏まえた事
業評価結果や、直近の実績等を基に原因を改めて分析し、事業内容の改善や経費の精査を徹底す
ること。

8
国・県・他都市基準
との比較

市独自の給付、補助水準の上乗せや対象者の拡大等を実施しているものは、その必要性や妥当性
を検討し、引下げ等の見直しを行うこと。また、市民一人当たりの事業費が他都市等に比べて高
いものは、引下げ等の見直しを行うこと。



【事業見直しの視点】

9
事業計画の見直し
（平準化）

安全面を考慮しつつ設備更新や修繕優先度等を精査し、事業計画を見直すこと。また、計画に基
づき執行しているものも最新の状況を踏まえ、平準化すること（前年度の執行の工夫による後年
度負担や総事業費の減も含む）。

10 歳入の確保
自ら積極的に財源確保に努めることとし、資産の利活用の推進、国費や県費の確保、広告料収入
の獲得や横浜市へのふるさと納税の拡大等に取り組むこと。

11 補助金等の見直し

「負担金・補助金・交付金の見直しに関する指針（H27年４月23日改正）」に基づき補助金等を
重点的に精査すること。特に、任意的補助金にあっては、見直し指針に示されている基準に従っ
て、終期の設定等、適切な補助金の運営を行うこと。

12
外郭団体等に対す
る財政支援の見直
し

外郭団体等の経営状況を十分に見極め、外郭団体等が保有する資産の活用等に引き続き取り組む
とともに、財政支援が必要最小限になっているか改めて検証すること。
その上で、本市が損失補償を行っている外郭団体等の借入金の借入条件や、市からの公有財産の
貸付に係る減免理由や減免率について再度点検し、必要な見直しを行うこと。
なお、本市貸付金の繰上償還や民間金融機関への借換えについては、引き続き検討を行うこと。

◆　市役所内部経費の見直し

1 内部事務の精査
内部事務・経費の必要性を改めて精査し、必要性が低いものについては、縮小または廃止するこ
と。

2 内部事務の集約化
複数の課・事業に共通する内部事務や事務費等は、集約化を検討し、事務の効率化と経費削減を
図ること。

3 体制の見直し 効率的・効果的な執行体制にすることで、必要最低限の人員に抑制すること。

4 手法の変更・見直し 安易な前例踏襲を排し、質・量の両面から最適な手法を選択し、効率化・簡素化すること。

5 仕様の見直し
委託内容・謝金・消耗品・印刷製本費・使用料賃借料・備品購入費等は、必要最低限の部数・仕
様とすること。

6
既存ストックの有効
活用

新たな備品等を購入する際は、YCAN上の再利用物品コーナー、庁内リサイクル備品登録台帳等を
確認し、在庫の積極的な活用を行うこと。

7
執行残（決算）額と
の比較

執行率の低い（執行残額が出ている）事業、費用対効果の低い事業は、前年度決算を踏まえた事
業評価結果や、直近の実績等を基に原因を改めて分析し、経費の精査を徹底すること。

8
計画の見直し（平準
化）

内部事務における事業計画を見直すこと。また、計画に基づき執行しているものも最新の状況を
踏まえ、優先順位を精査し、平準化すること（前年度の執行の工夫による、後年度負担や総経費
の減も含む）。



【事業見直しの視点】

9 歳入の確保
自ら積極的に財源確保に努めることとし、資産の利活用の推進、使用料収入、広告料収入等の獲
得に取り組むこと。

◆　保有資産の適正管理・戦略的活用

保有資産の適正管理
・戦略的活用

◯　「資産活用基本方針」を踏まえ、資産の利活用を進めること。具体的には、公共公益的な利
用の検討、資産活用メリットシステム等を活用した売却やガイドライン等に沿った貸付、長期貸
付地の借受人への買受勧奨等による財源確保、資産情報の更なるオープンデータ化のほか、ガイ
ドラインに基づく用途廃止施設の多角的な検討に取り組むこと。また、適正な資産管理を図りな
がら、更なる利活用可能資産の抽出に取り組むこと。
◯　学校や市民利用施設等の建替え等にあたっては、「横浜市公共建築物の再編整備の方針」等
に基づき、多目的化や複合化の再編整備や効果的な整備手法について、再編整備検討専門会議の
審議等により全庁的な視点から十分に検討すること。
◯　公共空間の民間活用を積極的に促すことで、地域課題の解決、賑わいの形成等を図るととも
に、歳入の確保による公共施設の管理費負担軽減に努めること。
◯　全ての市民利用施設でコスト削減や利用者増の工夫などに取り組み、持続的な運営改善を図
るとともに、区局の所管財産については、点検等により管理の適正化に努めること。
◯　「横浜市公共施設管理基本方針」に沿って策定する、施設群ごとの「保全・更新計画」は、
中長期的な視点に立ち、施設の長寿命化や、保全・更新費の平準化等を十分検討した計画とする
こと。実施にあたっては、計画に沿いつつ、確実に施設の点検・診断を行い、優先順位づけや、
計画的かつ効果的な保全・更新を着実に進めるとともに、国庫補助金等の確保や公共施設等適正
管理推進事業債等の積極的な活用に取り組むこと。

◆　公民連携の取組

◆　民営化・委託化

民営化・委託化
最適な主体（直営・民営）を選択するため、十分な検証を行うこと。また、市内経済の活性化や
雇用機会の拡大等に向けて、業務の外部委託（包括的委託を含む）など、可能なものから順次実
施に向け検討すること。

◆　使用料等の見直し

《中期的に（継続的に）取り組むことで効果が得られるもの》

使用料等の見直し
公平性の観点から、今後の人口構造の変化を考慮し、事業の本来目的やサービス受益者の状況を
十分に踏まえた上で、一部負担を求めること。また、市民利用施設については、運営コストの削
減や利用者増の工夫を図るとともに、適正な負担割合に基づく料金設定を行うこと。

公民連携の取組

◯　各区局統括本部はオープンイノベーションの意識を持ち自主的・積極的に民間との共創（公
民連携）に取り組むこと。
◯　「共創フロント」、「共創ラボ、リビングラボ」・「サウンディング調査」などの民間との
対話や、指定管理者制度、広告・ネーミングライツ等の公民連携の仕組みを活用し、各区局統括
本部の事業の改善を図ること。
◯　成果連動型民間委託契約方式など、新たな手法の活用も検討すること。
◯　都市インフラ・公共建築物の整備・維持管理や公有地活用等において、前例や既存の手法に
とらわれず、PPP/PFIをはじめとした民間の資金やノウハウの活用、新技術の導入など、より効
果的・効率的な手法の選択に努めること。

◆　データやＩＣＴの活用による業務の効率化

デジタル化による
業務の効率化と
社会的課題への

対応

◯　庁内の複数の部署で共通して実施している庶務、労務、経理業務や事務処理業務等につい
て、職員が担うべき役割を整理し委託化や集約化等による効率化を進めること。また、仕事その
ものの見直し、優先順位づけや業務の廃止を含む、業務量の削減をした上、さらにＩＣＴを活用
した業務効率化に取り組むこと。
◯　官民が保有するデータやＩＣＴに関わる先端技術の活用など、これまでの手法にとらわれな
い新たな発想と視点をもって業務の効率化等に取り組むこと。
◯　社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）については、情報連携の適正な実施やマイナ
ポータルの活用等により、業務の効率化及び市民の利便性向上に取り組むこと。
◯　情報システムの構築および運用費用の節減に向け、情報システム最適化指針に基づき情報シ
ステムの適切な調達・運用に努めること。このため、事前のデジタル統括本部への相談、情報セ
キュリティの確保を着実に実行すること。
◯　市庁舎移転を契機とした、市役所業務の総合的な効率化に向けた業務改善を着実に進めるた
め、全ての職場において、現在の仕事の進め方や職員の働き方の見直しに取り組み、特にペー
パーレスについては全職員が意識を持って推進すること。


